

















を実施した。結果として、186 団体中 38 団体よりガイドラインを収集






















































































































指定管理者制度を図書館へ導入した地方公共団体 186 団体である。2.2 でも述
べた通り、指定管理者制度に関するガイドラインは公表されている可能性が高
く、責任分担についても記述があると考えられる。したがって、本研究では
186 団体のウェブサイトからガイドラインを収集し、分析を行った。  
 
3.2 調査期間  














サイト内検索がもともと Google のドメイン指定である場合には、Google のド
メイン指定検索は実施しなかった。サイト内検索等で、指定管理者制度に関連
する Web ページが得られた場合には、そのまま HTML ファイルで保存し、また
Web ページ内にガイドラインがあり、かつ PDF ファイルである場合には PDF フ
 




ガイドラインは、地方公共団体 186 団体のうち 38 団体（20.4％）より収集
できた。以下は 38 団体より収集したガイドラインの分析結果である。  
「公共サービス基本法」が施行された 2009 年以降に作成されたガイドライ




また、協定の事項としてのみ責任分担について定めていたのは 15 件である。 
このことから、38 件中 23 件のおよそ半数のガイドラインが「公共サービス
基本法」が施行された 2009 年以降に作成されたにも関わらず、責任分担に関





降に作成され改訂が確認できた 8 件で、うち 6 件に協定の事項として記述する
よう定められていた。責任分担に関する具体的な事項で最も多い順に第三位ま




いことが明らかとなった。具体的な項目を挙げた例は表 1 の通りである。 
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